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１ 予算の規模 

 

◆平成 31年度は、第５次総合計画―後期基本計画の最終年度であり、また、「孫子の代ま

で住み続けられるまち」、「堂々 美濃加茂」の実現に向け、将来を見据えた施策を着実

に進めるための年となります。 

一般会計は、「活力」、「安心」、「教育」、「交流」の４つの重点項目に加え、「健康」と

いう新たな視点のもと、中心市街地の活性化や地域交流・賑わいの拠点施設の拡充、子

育て支援や健康で安心して暮らせるまちづくりのための施策などに必要となる予算を計

上しました。 

  その結果、財政規律を堅持しつつも、国庫支出金などの補助金やふるさと納税による

寄附金を最大限活用することで、200 億 8,000 万円（前年度比 1億円、0.5％減）とする

など、過去最大規模であった昨年度予算に次ぐ予算となりました。 

◆特別会計は、国民健康保険の被保険者数が減少したことによる国民健康保険会計の減少

などにより、６会計の合計で 96億 2,567 万 5千円（前年度比 1億 1,646 万 8千円、1.2％

減）となりました。 

◆企業会計は、水道事業会計で、昨年度に発生した断水を受けて、安定給水のためのハー

ド・ソフト両面の各種対策事業費が増加したことなどから、水道事業及び下水道事業の

２会計の合計で 65 億 9,274 万 4千円（前年度比 2億 7万 6千円、3.１％増）となりまし

た。 

＜予算の規模＞                          （単位：千円） 

会 計 
平成 31 年度 

A 

平成 30 年度 

B 

比 較 

金額（A-B） 増減率(%) 

一 般 会 計 20,080,000 20,180,000 △100,000 △0.5

特 別 会 計 9,625,675 9,742,143   △116,468 △1.2

企 業 会 計 6,592,744 6,392,668    200,076 3.１

合  計 36,298,419 36,314,811    △16,392 0.0

※特別会計は、国民健康保険会計、介護保険会計、後期高齢者医療会計、介護認定・障がい者自立

支援認定審査会会計、古井財産区会計、山之上財産区会計の６会計の合計です。企業会計は、水道

事業会計及び下水道事業会計の２会計の合計（支出ベース）。特別会計及び企業会計の内訳は 29頁

参照。 

【参考】一般会計当初予算額の推移               （単位：百万円） 
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２ 一般会計歳入予算の概要   

                                    （単位：千円） 

区   分 
平成 31 年度 平成 30 年度 

増減額 
A-B 

増減率
（％）予算額 

（A） 
構成比
（％）

予算額 
（B） 

構成比
（％）

市 税 8,389,000 41.8 8,103,000 40.2 286,000 3.5

譲 与 税 ・ 交 付 金 1,470,500 7.3 1,355,700 6.7 6,800 0.5

地 方 交 付 税 1,720,000 8.6 1,920,000 9.5 △200,000 △10.4

交通安全対策特別交付金 6,000 0.0 8,000 0.0 △2,000 △25.0

分 担 金 及 び 負 担 金 292,867 1.4 431,277 2.2 △138,410 △32.1

使 用 料 及 び 手 数 料 254,363 1.3 245,385 1.2 8,978 3.7

国 庫 支 出 金 2,301,795 11.5 2,403,774 11.9 △101,979 △4.2

県 支 出 金 1,437,558 7.2 1,344,393 6.7 93,165 6.9

財 産 収 入 64,448 0.3 65,291 0.3 △843 △1.3

寄 附 金 300,000 1.5 503,004 2.5 △203,004 △40.4

繰 入 金 1,307,186 6.5 1,302,713 6.5 4,473 0.3

繰 越 金 550,000 2.7 550,000 2.7 0 0.0

諸 収 入 718,483 3.6 736,063 3.6 △17,580 △2.4

市 債 1,267,800 6.3 1,211,400 6.0 56,400 4.7

合   計 20,080,000 100.0 20,180,000 100.0 100,000 △0.5
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歳入（財源）の構成
 

自主財源 
個人市民税、法人

市民税、固定資産税
の増により、市税の割
合は前年度比 1.6 ポ
イント増加しました。 

しかし、ふるさと納
税に代表される寄附
金の減により、自主財
源比率は 59.1％と前
年度（59.2％）と同水
準になっています。 
 
依存財源 

市税の増収を見込
み地方交付税の割合
は 0.9 ポイント減少し
ました。 

また、社会資本整
備総合交付金などの
減により、国庫支出金
の 割 合 は 前 年 度 比
0.4 ポイント減少しまし
た。 
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 (1) 市税 

 

◆市税収入額は、83億 8,900 万円（前年度比 2億 8,600 万円、3.5％増）となりました。 

主な税目では、市民税は、個人市民税で給与所得の上昇及び給与所得者の増加などによ

り 28億 9,200 万円（前年度比 1億 4,500 万円、5.3％増）となり、法人市民税は、企業収

益の改善による法人税割額の増により 8億 4,100 万円（前年度比 5,200 万円、6.6％増）と

なりました。 
【参考】市税当初予算額の推移                  （単位：千円） 

 31 年度 
当初予算 A 

30 年度 
当初予算 B 

増減（A-B） 増減率（％）

市民税 3,733,000 3,536,000 197,000 5.6

  個人市民税 2,892,000 2,747,000 145,000 5.3

 法人市民税 841,000 789,000 52,000 6.6

固定資産税 3,550,663 3,472,618 78,045 2.2

軽自動車税 160,328 148,880 11,448 7.7

市たばこ税 368,509 382,002 △13,493 △3.5

都市計画税 576,500 563,500 13,000 2.3

合   計 8,389,000 8,103,000 286,000 3.5

 

(2) 譲与税・交付金  

◆譲与税・交付金の合計は 14 億 7,050 万円（前年度比 1億 1,480 万円、8.5％増）となり

ました。 

自動車取得税交付金は、9月末日をもって自動車取得税が廃止され、新たに環境性能

割が創設されることに伴い自動車取得税交付金と環境性能割交付金とに分けて計上して

います。また、自動車取得税交付金に含まれていた軽自動車分は軽自動車税の環境性能

割として計上しています。 

  地方特例交付金は、幼児教育無償化の実施に当たり、初年度の財源補てんのため子ど

も・子育て支援臨時交付金が交付されるため 1億 900 万円増となっています。           

（単位：千円） 

 平成 31 年度
当初予算 A 

平成 30 年度
当初予算 B 

増減（A-B） 増減率（％）

地 方 譲 与 税 208,000 205,000 3,000 1.5

利 子 割 交 付 金 15,000 10,000 5,000 50.0

配 当 割 交 付 金 29,000 26,000 3,000 11.5

株式等譲渡所得割交付金 29,000 29,000 0 0

地 方 消 費 税 交 付 金 940,000 940,000 0 0

ゴルフ場利用税交付金 36,500 37,700 △1,200 △3.2

自動車取得税交付金 36,000 63,000 △27,000 △42.9

環 境 性 能 割 交 付 金 23,000 - 23,000 皆増

地 方 特 例 交 付 金 154,000 45,000 109,000 242.2

合   計 1,470,500 1,355,700 114,800 8.5
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 (3) 地方交付税等  

 

◆普通交付税は、市税収入の増加を見込んでいることなどから、12 億 6,000 万円（前年度

比 2億円、13.7％減）となり、普通交付税の財源不足を補てんするための地方負担であ

る臨時財政対策債は、6億 3,000 万円（前年度比 6,000 万円、8.7％の減）となりました。 

また、災害など特別の財政需要に対して交付される特別交付税については、前年度か

らの増減はありませんでした。 

                                 （単位：千円） 

 平成 31 年度
当初予算 A 

平成 30 年度
当初予算 B 

増減（A-B） 増減率（％）

普 通 交 付 税 1,260,000 1,460,000 △200,000 △13.7

特 別 交 付 税 460,000 460,000 0 0

地 方 交 付 税 計 1,720,000 1,920,000 △200,000 △10.4

臨 時 財 政 対 策 債 630,000 690,000 △60,000 △8.7

合   計 2,350,000 2,610,000 △260,000 △10.0

 

 

 

(4) 国庫支出金  

 

◆国庫負担金では、自立支援給付費負担金や私立保育園運営費等補助の増加などから、20

億 4,939 万円（前年度比 1億 2,748 万円、6.6％増）となりました。 

国庫補助金では、加茂川総合内水対策事業、美濃加茂市西部地区整備事業、西体育館

整備事業など、大型の補助事業の整備が完了したことによる社会資本整備総合交付金の

減少により、2億 4,032 万 7千円（前年度比 2億 2,879 万 8千円、48.8％減）となりまし

た。 

                                  （単位：千円） 

 平成 31 年度 
当初予算 A 

平成 30 年度 
当初予算 B 

増減（A-B） 増減率（％）

国 庫 負 担 金 2,049,390 1,921,910 127,480 6.6

国 庫 補 助 金 240,327 469,125 △228,798 △48.8

国 庫 委 託 金 12,078 12,739 △661 △5.2

合       計 2,301,795 2,403,774 △101,979 △4.2

 

※国庫負担金：国と自治体の共同の責任で仕事をする場合に交付されます。 

※国庫補助金：国が特定の施策の実施を奨励助長することを目的とし、又は、一定の財政 

援助を目的に交付されます。 

※国庫委託金：国が本来行うべき施策を、効率性、経済性等の観点から自治体に委託して 

行う場合に交付されます。 
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(5) 繰入金  

 

◆国際交流基金からの繰入金の増があることから、基金繰入金の合計は、13億 718 万 3千

円（前年度比 447 万 3千円、0.3％増）となりました。 

                                    （単位：千円） 

 平成 31 年度
当初予算 A 

平成 30 年度
当初予算 B 

増減（A-B） 増減率（％）

財 政 調 整 基 金 700,000 700,000 0 0

減  債  基  金 200,000 200,000 0 0

国 際 交 流 基 金 7,183 2,710 4,473 165.1

ふ る さ と 納 税 基 金 400,000 400,000 0 0

合   計 1,307,183 1,302,710 4,473 0.3

※上記の基金繰入金のほか、特別会計繰入金（国民健康保険会計繰入金、介護保険会計繰

入金及び後期高齢者医療会計繰入金）があります。 

 
 

【参考】一般会計基金残高の推移 

 
 ※各年度の残高は決算額です。 

 ※その他目的基金には、福祉基金、国際交流基金、ふるさと水基金、ふるさと納税基金

のほか、現在は廃止されている下水道建設基金、活性化推進基金等が含まれています。 
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 (6) 市債  

 

◆加茂川総合内水対策事業、美濃加茂市西部地区整備事業に充てる土木債の減がある一方、

文化会館施設管理事業、西中学校バリアフリー事業等に充てる教育債、美濃加茂商業ビ

ル維持管理運営事業に充てる商工債等の増により、市債の合計は、12 億 6,780 万円（前

年度比 5,640 万円、4.7％増）となりました。 

                                  （単位：千円） 

 平成 31 年度
当初予算 A 

平成 30 年度
当初予算 B 

増減（A-B） 
増減率
（％）

総務債（市庁舎整備、鉄道支援など） 40,400 16,500 23,900 144.8

農林業債（農林業関連施設整備など） 0 9,700 △9,700 皆減

商工債（美濃加茂商業ビル整備） 42,800 0 42,800 皆増

土木債（道路、橋りょう整備など） 69,000 196,800 △127,800 △64.9

消防債（緊急防災・減災事業など） 48,000 33,000 15,000 45.5

教育債（教育関連施設整備など） 437,600 265,400 172,200 64.9

臨 時 財 政 対 策 債 630,000 690,000 △60,000 △8.7

合         計 1,267,800 1,211,400 56,400 4.7

 

 

【参考】一般会計市債借入残高の推移 

 

 
※平成 30年度末及び平成 31 年度末残高は、平成 30年度における補正予算（12 月補正予

算案まで）及び平成 31 年度当初予算案を反映した見込です。 
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３ 一般会計歳出予算（目的別）の概要  

 

                                   （単位：千円） 

区 分 

平成 31 年度 平成 30 年度 
増減額 
A-B 

増減率 
（％） 予算額（A） 

構成比
（％） 

予算額（B）
構成比
（％） 

議 会 費 169,373 0.8 171,532 0.8 △2,159 △1.3

総 務 費 2,541,994 12.7 2,679,664 13.3 △137,670 △5.1

民 生 費 7,572,250 37.7 7,102,806 35.2 469,444 6.6

衛 生 費 1,342,418 6.7 1,322,267 6.5 20,151 1.5

農林業費 652,834 3.3 705,359 3.5 △52,525 △7.4

商 工 費 756,095 3.8 779,589 3.9 △ 23,494 △ 3.0

土 木 費 1,982,858 9.9 2,280,437 11.3 △297,579 △13.0

消 防 費 793,696 3.9 803,857 4.0 △10,161 △1.3

教 育 費 2,568,936 12.8 2,694,799 13.3 △125,863 △4.7

災害復旧費 1,330 0.0 1,330 0.0 0 0.0

公 債 費 1,688,216 8.4 1,628,360 8.1  59,856 3.7

予 備 費 10,000 0.0 10,000 0.1 0 0.0

合 計 20,080,000 100.0 20,180,000 100.0 △100,000 △0.5

 

 

 

 

民生費

37.7%

教育費

12.8%

総務費

12.7%

土木費

9.9%

公債費

8.4%

衛生費

6.7%

消防費

3.9%

商工費

3.8%

農林業費

3.3%
議会費

0.8%

歳出（目的別）の特徴 
 
総務費は、ふるさと納税推進事業は、寄附金
の減少見込みによる事業費減や市バス管理
事業（H30は市バス購入による増）の減少など
により、構成比の割合は、前年度に比べ 0.6
ポイント減少しました。 
 
民生費は、自立支援費給付事業では給付費
の増、山手幼稚園のこども園化及び幼児教
育無償化に伴う私立保育園運営費等補助事
業の増などにより、構成比の割合は、前年度
に比べ 2.5 ポイント増加しました。 
 
農林業費は、元気な農業産地構造改革支援
事業や木曽川右岸用水関連事業の減などに
より、構成比の割合は、前年度に比べ 0.2 ポ
イント減少しました。 
 
土木費は、加茂川総合内水対策事業や美濃
加茂市西部地区整備事業の減などにより、前
年度に比べ 1.4 ポイント減少しました。 
 
教育費は、前平・東総合運動場事業や西体
育館整備事業の減などにより、構成比の割合
は、前年度に比べ 0.5 ポイント減少しました。 
 

歳出 

（目的別） 

構成比 
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４ 一般会計歳出予算（性質別）の概要  

 

                                 （単位：千円） 

区  分 

平成 31 年度 平成 30 年度 増減額 
A-B 
（C） 

増減率
（％）予算額 

（A） 
構成比
（％）

予算額 
（B） 

構成比
（％）

消費的 

経 費 

人 件 費 2,580,670 12.8 2,592,864 12.8 △12,194  △0.5

物 件 費 4,276,789 21.3 4,276,934 21.2 △145 0.0

維 持 補 修 費 119,036 0.6 95,557 0.5 23,479 24.6

扶 助 費 4,410,320 22.0 4,005,476 19.8 404,844 10.1

補 助 費 等 3,449,346 17.2 3,546,713 17.6 △97,367 △2.7

投資的 

経 費 

普通建設事業費 1,411,275 7.0 1,768,378 8.7 △357,103 △20.2

災 害 復 旧 費 1,330 0.0 1,330 0.0 0 0.0

その他 

経 費 

公 債 費 1,688,216 8.4 1,628,360 8.1 59,856 3.7

積 立 金 256,359 1.3 341,704 1.7 △85,345 △25.0

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

貸 付 金 213,000 1.1 225,000 1.1 △12,000 △5.3

繰 出 金 1,663,659 8.3 1,687,684 8.4 △24,025 △1.4

予 備 費 10,000 0.0 10,000 0.1 0 0.0

合  計 20,080,000 100.0 20,180,000 100.0 △100,000 △0.5

 

 

 

 

 

人件費

12.8%

物件費

21.3%

維持補修費

0.6%扶助費

22.0%

補助費等

17.2%

普通建設事

業費7.0%

公債費8.4%

その他2.4%

繰出金8.3%

消費的

経費

73.9%

投資的

経費

7.0%

その他

経費

19.1%

歳出

（性質別）

構成比

歳出（性質別）の特徴
 
扶助費は、自立支援費給付事業や私立保
育園運営費等補助事業の増などにより、構
成比の割合は前年度に比べ 2.2 ポイント増
加しました。 
 
補助費は、可茂消防事務組合負担金や幼
稚園就園奨励補助事業の減などにより、構
成比の割合は前年度に比べ 0.4 ポイント減
少しました。 
 
普通建設事業費は、前年度で加茂川総合
内水対策事業、美濃加茂市西部地区整備
事業、西体育館整備事業などが完了したこ
とにより、構成比の割合は前年度に比べ 1.7
ポイント減少しました。 
 
積立金は、ふるさと納税の寄附額縮小を見
込み、ふるさと納税基金積立金の減により、
構成比の割合は前年度に比べ 0.4 ポイント
減少しました。 
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【参考】性質別歳出・義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の推移（一般会計） 

（単位：百万円） 

  

 

【参考】義務的経費（人件費・扶助費・公債費）費目ごとの推移  （単位：百万円） 

 

 

【参考】扶助費の増減（主な事業） ※平成 30 年度→平成 31 年度（増減）（単位：千円） 

 

○自立支援費給付事業 

  902,424 → 1,043,874（+141,450）介護給付費の増 

○私立保育園運営費等補助事業 

  728,974 → 940,484（+211,510）民間保育所運営費負担金の増 

○福祉医療費助成事業 

  567,834 → 597,730（+29,896） 福祉医療費扶助費の増 

 

7,618 7,809 7,886 7,671 7,752 7,659 7,742 7,870
8,227

8,679

1,939 2,116

1,667 1,398 1,681
2,101

1,615

2,751

1,770

1,413

2,593 2,466

1,274 1,335 1,392 1,554 1,565
2,134 1,688

1,664

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

義務的経費 投資的経費 繰出金

2,665

2,530 2,446 2,369 2,384 2,424 2,415 2,448 2,593 2,581
2,883

3,130 3,209 3,205
3,464 3,536 3,659 3,767

4,005

4,410

2,072 2,149
2,231

2,097
1,903

1,700 1,669 1,655 1,628 1,688

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

人件費 扶助費 公債費

※平成 29 年度までは決算統計値を記載。平成 30 年度、平成 31 年度は当初予算額を記載。端数処理による不整合あり。 

※平成29年度までは決算統計値を記載。平成30年度及び平成31年度は当初予算額を記載。端数処理による不整合あり。
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５ 平成 31 年度経営方針に基づく予算編成の推進（重点施策の推進）  

 

 

 

○平成 31 年度予算編成方針 

 ◆誰もが毎日の生活を楽しく 

   心・体・社会を「健康」に 

 

 

 

 

 

◆10 年後の生活を見据えたまちづくり 

   新庁舎の整備方針の決定 

   第５次総合計画の総仕上げと新（第６次）総合計画の策定 

 

 

 

[４つの基本方針] 

 

いきいきと活躍できるまちづくり 

 

健康で安心して暮らせるまちづくり 

 

未来を担う、心豊かでたくましい子どもたちを育てる 

 

人と人との連携によるまちづくり 

活 力 

安 心 

交 流 

教 育 
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◎ 健

【バス路

担当課

① 公

時刻

もに、

大幅に

施する

【健康

担当課

② 地

県に

の拡充

オーク

一人ひ

【乳幼

担当課

③ 保

３歳

機器

視の治

い世代

（１）健

健康意識の

路線対策事

：地域振興課

共交通の利

表・路線・

昼便増便の

伸びている

ことで、あ

康づくり事

課：健康課 

地域資源の

による健康ポ

充や、「歩く

クにより、若

ひとりの自主

幼児健康診

課：健康課 

保健・医療

歳児健康診査

（スポットビ

治療が可能な

代に対する保

健康で誰も

の高まるま

事業】 

課  予算

利便性向上

停留所など

の効果を検証

古井駅可児

あい愛バスの

事業】 

 予算額：

の活用 ～ 

ポイント事業

」ことにＩ

若いころから

主的な健康づ

診査事業】

 予算額：

療・福祉サ

査において、

ビジョンスク

な幼児期での

保健サービス

が毎日の生

ち ～ 体

額：１５７

上 ～ 誰も

どの一部見直

証する試験運

児川駅線の小

の利便性向上

：１０，７０

訪れた人が

業のポイン

ＣＴをプラ

ら健康に関心

づくりを推進

 

：７，５３０

サービスの

、弱視の因子

クリーナー）

の対応を進め

スの充実を図

生活を楽し

体の健康 ～

，００３千

もが外出しや

直しを行うと

運行、乗客数

小型バス化を

上を図ります

０３千円 

が健康になれ

ト付与対象項

スしたＩＣ

心を持ち、市

進します。

０千円 

充実 ～

子を判定で

）を導入し、

めるほか、幅

図ります。

しむための

～ 

千円 

やすいまち

とと

数が

を実

す。 

れるまち ～

項目

Ｔウ

市民

自分の健康

きる

、弱

幅広

のまちづく

～ 

～ 

康は自分で守

くり

守るまち ～ 
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◎ 交

【まち
【自治

担当課

① コ

まち

の合併

アコン

事業に

【多文

担当課

② 多

美濃

本語学

せ、日

きてい

【防犯

担当課

③ 地

美濃

置する

設置す

全体で

交流やつな

ちづくり協
治コミュニ

課：まちづく

コミュニテ

ちづくり協議

併・外国人世

ン設置補助を

により、コミ

文化共生推

課：地域振興

多文化共生

濃太田駅前の

学習支援や生

日本人も外国

いく共生社会

犯活動推進

課：防災安全

地域福祉の

濃太田駅周辺

るとともに、

する費用への

での防犯活動

ながりのあ

協議会事業
ニティ施設

くり課  予

ティ活動の

議会未設置地

世帯の加入

を追加したコ

ミュニティ活

推進事業】

興課  予算

生の推進 

の新交流拠点

生活講座など

国人も地域社

会づくりを推

進事業】 

全課  予算

の推進 ～

辺のほか、通

、自治会や商

の補助金制度

動を推進しま

あるまち

業】 【自
設建設整備

予算額：３６

の活性化

地区への設立

・法律相談等

コミュニティ

活動の活性化

 

算額：１０，

～ 日本人も

点で、在住外

どの自立支援

社会の構成員

推進します。

算額：２５，

 地域で見守

通学路にも防

商業団体等が

度を新設する

ます。 

～ 心の健

治会活動
備補助事業

６，３９２千

～ 市民活動

立支援、自治

等への支援、

ィ施設整備補

化を図ります

１７９千円

も外国人も共

外国人向けの

援事業を充実

員として共に

。 

０６１千円

守り支え合う

防犯カメラ

が防犯カメ

ることで、地

健康 ～ 

動推進事業
業】 

千円 

動や地域活動

治会

、エ

補助

す。 

円 

共に暮らしや

の日

実さ

に生

円 

うまち ～

を設

ラを

地域

業】 

動がしやすい

やすいまち 

いまち ～ 

～ 
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◎ 都

① 既

新た

ど、誘

ことで

ちづく

【交流

担当課

② 都

みの

ぎふ清

を図る

濃加茂

た３施

す。 

【都市

担当課

③ 中

コン

目指し

度から

ます。

【新産

担当課

都市と自然

既存産業の

たな企業の誘

誘致に向けた

で、いきいき

くりを推進し

流施設活用

課：産業振興

都市環境の

のかも健康の

清流里山公園

るため、ぎふ

茂ウィークへ

施設共通アカ

市計画事務

課：都市計画

中心市街地

ンパクトシテ

した都市機能

らの継続事業

 

産業集積地

課：都市整備

然が調和し

の発展と新

誘致に向けた

た事業を推進

きと働くこと

します。 

用事業】 

興課  予算

の充実 ～

の森やリバー

園の活用と連

ふ清流里山公

への補助金の

カウントによ

務】 

画課  予算

地の活性化

ティ・プラス

能を集約した

業として立地

地区整備事

備課  予算

したまち

新たな企業

た各種調査を

進し、雇用の

とのできる活

算額：４，１

 自然豊かで

ーポートパー

連携による市

公園１周年記

の交付や、Ｓ

よる情報発信

算額：２１，

化 ～ ウオ

ス・ネットワ

たまちづく

地適正化計画

事業】 

算額：６２，

～ 社会の

業誘致 ～

を実施するな

の場を創出す

活力あふれる

１３５千円

であるまち

ーク美濃加茂

市内観光の推

記念イベン

ＳＮＳを活用

信を実施しま

４０７千円

ーカブルで

ワークの形成

りに向け、

画の策定を進

０３８千円

の健康 ～

雇用の場を

な

する

るま

～ 

茂、

推進

ト美

用し

ま

円 

コンパクト

成を

昨年

進め

円 

をつくり活力

なまち ～ 

力あるまち～～ 
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◎ 

◎ 

【新

担

整

新

を

か

【第
【総

担

り

第

な

（２）

第５次総

新庁舎の

新庁舎整備

担当課：企画

市民サービ

整備し活力あ

新庁舎整備基

をもとに、新

かかります。

第５次総合
総合戦略事

担当課：企画

平成３１年

り返り、新し

第２期まち・

なる市の発展

１０年後

総合計画の

の整備方針

備事業】 

画課  予算

ビス、防災、

あふれるまち

基本計画の策

新庁舎の基本

 

合計画進捗
事業事務費

画課  予算

年に最終年度

しい時代に対

・ひと・しご

展を目指しま

後の生活を

の総仕上げ

針等の決定

算額：１２０

交流拠点と

ちの実現を目

策定を進め、

本機能と事業

捗管理事
費】 

算額：７，４

度を迎える第

対応した新

ごと創生総合

ます。 

を見据えた

げと新（第

定 

０，２７９千

として新たな

目指して、引

選定された

業手法の選定

業】 【第

４７４千円

第５次総合計

（第６次）総

合戦略を策定

たまちづく

６次）総合

千円 

な庁舎を

引き続き

た候補地

定に取り

第６次総合

計画を振

総合計画、

定し、更

り

合計画の策

合計画策定

策定 

定事業】 
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活 力 

 

事  

インバウンド

美濃太田駅

（新規） 

交流施設活

新産業集積

有害鳥獣捕

ふるさと農産

力 
 

業  名 （担

ド推進事業 

（

駅周辺市街地

（都

活用事業 （新

（

積地区整備事

（

捕獲対策事業

産物育成事業

担当課） 

（新規） 

（産業振興課

地開発事業 

都市整備課

新規） 

（産業振興課

事業 （拡大）

（都市整備課

業 （拡大） 

（農林課

業 （拡大） 

（農林課

Ｃａｍｉｎ

課）  

外国人
快適性
バウン
向けセ

）  

賑わい
地区の
による再
助を行

課）  

平成３０
及び観
の活性
発信を

 

課）  

企業を
めに、企
要な調
動を行

課）  

農産物
害鳥獣
会に有
い払い

課）  

市特産
部補助
とともに
導者を

ｎｈｏ推進事業

 

 

人観光客の増加
性と満足度の向

ド対応のため
セミナー等を実

いのあるまちな
の都市整備将

再開発準備組
行い、事業の実

０年度にリニュ
観光客の拠点と
性化事業を実施
を一括して行う

を誘致し、美濃
企業誘致候補

調査等を行うと
行います。 

物等への被害
獣被害対策経費
有害鳥獣パトロ
い活動を委託し

産の農産物を
助や、国内外に
に、特産農産物

を支援する補助

 

業 

概  要 

加と、その市内
向上を図るた

めのハード整備
実施します。 

なかを再生する
来構想の策定
組織設立に対

実現を図ります

ューアルした３
として活用す
施するとともに
ＳＮＳアカウン

濃加茂市の経済
補地の選定や

とともに、企業へ

防止のため、
費の一部補助
ロールやドロー
します。 

安定供給する
における販売促
物を生産する

助金を新たに交

内滞在時にお
めの取組や、

備に関する事

るために、駅周
定や、地元関係
対して事業費の
す。 

３施設を地域住
るため、それ
に、各施設の情
ントを構築しま

済活性化を図
や、開発行為
への訪問やＰ

地域団体への
助の実施や、猟
ーンを活用し

るため、苗代の
促進活動等を

る新規就農者の
交付します。 

予

おける
イン
業者 5

周辺
係者
の補 10

住民
ぞれ
情報

ます。 

4

図るた
に必

ＰＲ活 62

の有
猟友
た追 23

の一
を行う
の指 3

インバウン

予算額 

,200 千円

0,124 千円

4,135 千円

,038 千円

,619 千円

,600 千円

 
 
 

ンド推進事業
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里山活用事

家畜振興事

農業集落組

Ｃａｍｉｎｈｏ推

環境美化推

都市計画事

バス路線対

美濃加茂商

（拡大）  

 

美濃太田駅

事業 

事業（拡大） 

組織育成事業

推進事業  

（

推進事業  

事務 

（都

対策事業 （拡

（地

商業ビル維持

（産

駅周辺市街地開

（農林課

（農林課

業 （拡大） 

（農林課

（地域振興課

（環境課

都市計画課

拡大） 

地域振興課

持管理運営事

産業振興課

開発事業 

課）  

「里山千
を行うた
の整備
活用を

課）  

畜産農
活動や
成３１年
して補助

） 

集落営
援を通
強化し
ることに

課）  

美濃加
ｎｈｏ」に
ために
活躍支

） 

住民の
化推進
花壇用

） 

人口減
ス・ネッ
の策定
とともに

） 

あい愛
大を目
するバ
けた試

事業

） 

駅前商
しても
ます。
事等を

千年構想」に基
ため、里山整

備等を実施し、
を図ります。 

農家の資質向
や防疫事業に対
年度は、飛騨
助金を交付し

営農の組織化
通して、地域で地
し、担い手への
により、耕作放

加茂市まち・ひ
に掲げる「女性

に、カミーノ推進
支援センター「リ

の環境美化意識
進員の活動を支
用の花苗を配布

減少社会に対
ットワークの形

定や都市計画
に、必要な設計

愛バスのさらな
指すために、

バスの大型化や
試験運行等を行

商業地域の拠
らえるよう、
平成３１年度

を実施します

基づき、持続
備講座やみの
市民参加によ

上や経営安定
対して補助金
牛繁殖研修セ

します。 

に必要な経費
地域の農業を

の農業集積や
放棄地の解消

と・しごと創生
性が笑顔で輝
進プロジェクト
リオラ」の運営

識の高揚を目
支援するととも
布します。 

応するための
形成を目指し、

マスタープラ
計や工事を行

なる利便性向
、古井駅－可
や、次期ダイヤ
行います。 

拠点として多
計画的な改
度は、受変電
。 

可能な里山づ
のかも自然遊
よる里山空間

定のため、振興
金を交付します

センター整備

費の補助、活動
を守っていく体
や転作の促進

を推進します

生総合戦略「Ｃ
輝くまち」の実現
トの実施や、女

営等を行います

目的として、環境
もに、自治会

のコンパクト・
立地適正化計

ンの見直しを
います。 

上及び利用者
可児川駅線を運
ヤ・路線改正

多くの市民に利
修工事を実

電設備の改修

づくり
歩道
の利 25

興会
す。平

に対 18

動支
体制を
進を図
す。 

5

Ｃａｍｉ
現の
女性

す。 

4

境美
等に 2

・プラ
計画

を行う 21

者拡
運行
に向 157

利用
施し
修工 108

交流施設

,116 千円

,500 千円

,002 千円

4,481 千円

,025 千円

,407 千円

,003 千円

,880 千円

設活用事業
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安 心 

 

 

事  

健康づくり事

看護福祉専

（拡大） 

乳幼児健康

防犯活動推

建築物耐震

都市公園管

かかりつけ

予防接種事

交通安全対

急傾斜地崩

一般道路改

心 

業  名 （担

事業 （拡大）

専門学校等補

康診査事業 

推進事業 （拡

（防

震化促進事業

（都

管理事務 （拡

医健診事業

事業 （拡大）

対策事業  

（防

崩壊対策事業

改修事業 （拡

担当課） 

） 

（健康課）

補助金  

（健康課）

（拡大） 

（健康課）

拡大） 

防災安全課）

業 （拡大） 

都市計画課）

拡大）   

（土木課）

業 （拡大） 

（健康課）

 

（健康課）

防災安全課）

業  

（土木課）

拡大） 

（土木課）

  

市民の健
践し、生
とともに、
健康寿命

  

管内の看
が行う医
一部を負
を目指し

  

乳幼児の
応のため
年度は、
の発見、

  

安全で安
るために
うとともに
カメラ設置

  

地震に強
断、耐震
助成する
す。 

  

快適で安
目的とし
施すると
査と長寿

  

市民の健
減を目的
種健診を
トを利用

  

疾病の発
公衆衛生
す。平成
しん・風し

  

安心して
開催、交
カラー着
自動車購

  

人命及び
し、急傾斜
現在は山
す。 

  

市民生活
路の新設
敷田畑線
下則友南

健康意識を高
活習慣病等の
、公園を活用

命の延伸、医療

看護学校等に
医学生修学資
負担し、地域に
します。 

の成長発達の
めに、各種健康

弱視を確認で
治療完治に繋

安心して暮らせ
に、防犯灯・防
に、自治会や
置事業補助金

強いまちづく
震補強工事に必
るとともに、ブロ

安全な都市公
して、清掃や施
とともに、平成
寿命化計画の策

健康増進、疾病
的として、前立
を実施します。
した若年健診

発生及び蔓延
生の向上を図

成３１年度から
しんの予防接

て暮らせるまち
交通安全施設
着色、のぼり旗
購入補助等を実

び財産の保全
斜地崩壊危険
山之上町東平

活の安全確保
設・改修を行い
線の用地取得
南坂線の改良

概  要 

めることにより
の発症や重症

用したＩＣＴウオ
療費の削減を

に補助金を交付
金貸付事業に

における医療人

の確認及び疾
康診査を実施
できる機器を正
繋げます。 

せる、明るいま
犯カメラの設
商業団体等を

金を新設します

りを推進する
必要な経費の
ロック塀撤去補

園の維持と利
施設の改修及

成３１年度は樹
策定を行いま

病の早期発見
立腺がん検診、

平成３１年度
診を開始します

延を予防し、市
図るために、予
らは、県外定期

種者への助成

ちづくりのため
の設置及び維

旗等啓発事業、
実施します。

全のため、県の
険区域内に擁
平地区の工事

保と交通環境の
います。平成

得協議、通学路
工事に着手し

り、健康づくり
症化の予防を
オーク等を実施
を目指します。 

付するとともに
に対して貸付金
人材の育成、確

疾病等への早期
施します。平成
正式導入し、弱

まちづくりを推
置・維持管理
を対象とした防

す。 

るために、耐震
の全部又は一
補助金を新設

利用者数の増
及び保守点検
樹木倒木危険度

す。 

見及び医療費
、結核検診等

度からは、採血
す。 

市民の健康維
予防接種を行
期予防接種者
成を実施します

めに、交通教室
維持管理、道路
、高齢者先進

の補助事業を活
擁壁を設置しま
事を推進して

の改善のため
３１年度は、笠

路安全対策と
します。 

予

りを実
を図る
施し、
 

10

に、県
金の
確保 7

期対
成３１
弱視 7

進す
理を行

防犯 25

震診
一部を
設しま 6

増加を
検を実

度調 71

の削
の各

血キッ 6

維持と
行いま
者、麻
す。 

154

室の
路の
安全 38

活用
ます。

いま 24

め、道
笠屋

として 121

予算額 

0,703 千円

,329 千円

,530 千円

,061 千円

,910 千円

,020 千円

,044 千円

4,901 千円

,027 千円

4,600 千円

,539 千円
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消防施設整

住宅保全管

空家等対策

公立保育園

（拡大） 

新庁舎整備

林道管理事

歯科検診事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備事業 （拡

（

管理 （拡大）

（

策事業 （拡大

（

園施設管理運

備事業 （拡大

事務 （拡大）

事業 （拡大）

 

拡大） 

（防災安全課

 

（都市計画課

大） 

（都市計画課

運営事業 

（こども課

大） 

（企画課

 

（土木課

 

（健康課

歯

課） 

火災や災
るよう、各
消防用機
分団２班

課） 

快適な住
ために、
を実施し
改修実施

課） 

良好な住
理・保全
指導する
し、除却を

課） 

保育園施
整備を行
１年度は
園の土壌

課） 

防災、市
の整備を
て、平成
舎の基本

課） 

林道の適
図るため
るとともに
できる状

課） 

歯の健康
維持・向
診を推進
歳の歯周

歯科検診事業

災害時などに
各地区の消防
機械器具を整

班消防車庫の建

住宅環境の向
市営住宅の維

します。平成３
施設計を行いま

住環境を整備
や、老朽化し

るとともに、危
を推進します

施設の総合的
行い、保育内容
は、変電設備・
壌等調査、接道

市民サービス、
を推進し、活力

成３１年度は選
本機能と事業手

適正な維持管
め、清掃等維持
に、法面の崩

状態に保ちます

康を通して全身
上を図るため

進します。平成
周病検診の一

住

効果的な消防
防車庫や消火栓
整備します。平

建設工事を実

上及び住宅の
維持管理、退
３１年度は、ハ
ます。 

備するために、
した空家の除却
危険な空家は

。 

的な管理運営に
容の充実を推
空調設備等の

道整備測量を

市民交流の拠
力あふれるまち
定された候補
手法の選定に

理と利用者の
持管理を地元

崩落箇所を補修
す。 

身の健康及び
めに、歯科医療
成３１年度は、

部負担金を無

住宅保全管理

防活動が実施
栓等の消防施

平成３１年度は
実施します。 

の機能改善を
退去後の改修工
ハイツ矢田住宅

空家の適正
却を建物所有
特定空家に指

による保育環境
推進します。平
の改修や、新保

を行います。 

拠点として新庁
ちの実現をめ

補地をもとに、新
に取りかかりま

の利便性の向
元自治会に委
修し、林道を利

び高齢期のＱＯ
療機関での個別

３０・３５・４０
無料化します。

施でき
施設、
は第１ 75

を図る
工事
宅の 28

な管
者に
指定 1

境の
平成３

保育 253

庁舎
めざし

新庁
ます。 

120

向上を
託す
利用 7

ＯＬの
別検

０・４５
。 

2

,723 千円

,164 千円

,572 千円

,178 千円

0,279 千円

,893 千円

,524 千円
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教 育 

 

 

事  

科学のふし

（新規） 

スクールロイ

小学校水泳

（新規） 

西中学校バ

小学校施設

若者委員会

地域活性化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
小学校水泳

育 

業  名 （担

しぎ解決学習

（学

イヤー設置事

（学

泳授業民間委

（教

バリアフリー事

 （教

設営繕工事 

（教

会事業  

（生

化スクール事

（生

泳授業民間委

担当課） 

推進事業 

学校教育課）

事業（新規） 

学校教育課）

委託事業 

教育総務課）

事業 （新規）

教育総務課）

（拡大） 

教育総務課）

生涯学習課）

事業 

生涯学習課）

託事業 

  

児童生徒
己解決能
体験でき
る際に必

  

学校や教
し、問題
の負担の
ます。 

  

プールの
門の指導
民間のス
運営する

 

  

生徒の教
域住民の
校の校舎
の段差の

  

学校施設
の維持・
化の推進
ます。 

  

未来を担
目的とし
若者委員
て、政策

  

市内の高
市役所若
ちを知り
来の美濃

徒の科学分野
能力の向上を
きない科学分野
必要となる経費

教育委員会で
の早期解決の

の軽減や児童

の維持管理費
導者による授
スイミングスク
るプールを使用

教育環境の向
の施設利便性
舎中庭にエレベ
の解消を行いま

設の保守・営繕
向上を図りま

進、山之上小

担う人材育成
して、美濃加茂
員会を組織し

策提言等を行い

高校生で組織
若手職員との
、地域へ働き

濃加茂市の礎

地域

概  要 

野への興味関心
を目的として、
野の学習や体

費を補助します

での法律問題
の道筋をつけ

童生徒の平穏な

を抑制すると
授業内容の充実
クールに業務を
用して水泳授業

向上、災害時の
性の向上を目
ベーターを設
ます。 

繕を行い、学
ます。平成３１
学校屋上防水

と活力ある地
茂市にゆかりの
、高校生への

います。 

織された「若者
協働により、

きかけるプログ
礎となる若者を

域活性化スクー

心や学習意欲
普段の授業

体験活動を実
す。 

題を弁護士に相
けることで、教職
な学校生活を

とともに、民間
実を図るため
を委託し、民間
業を行います

の避難所とし
的として、西
置し、併せて校

学習及び教育環
年度はトイレ洋

水工事等を実

地域社会の形
のある若者に

の主権者教育

者未来創造部
自分を見つめ

グラムを展開し
育成します。 

ール事業

予

欲、自
では
施す 2

相談
職員

を図り

の専
めに、

間が
す。 

2

して地
中学
校内 65

環境
洋式

実施し 58

形成を
により
育を経

」と、
め、ま
し、将

予算額 

2,310 千円

689 千円

2,188 千円

5,560 千円

8,947 千円

974 千円

580 千円
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スポーツ振

児童就学援

生徒就学援

外国人児童

外国人児童

住）  

学習活用事

中学校施設

情報教育推

ふるさと検定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

興事務費  

（スポー

援助・奨励事業

（教

援助・奨励事業

（教

童生徒学習支

（地

童生徒就学促

（学

事業 

（文

設営繕工事 

（教

推進事業  

（学

定事業 

ーツ振興課）

業 

教育総務課）

業 

教育総務課）

支援事業 

地域振興課）

促進事業（定

学校教育課）

文化振興課）

教育総務課）

学校教育課）

（企画課）

スポーツ振

  

全国大会
するとと
師に招く
ツ活動の

  

教育の機
育への就
児童の保
費の一部

  

教育の機
育への就
生徒の保
費の一部

  

小中学校
意欲、授
後に太田
を行って

定

  

日本語の
を希望す
化等につ
み教室」

  

文化的な
ならでは
学習活用
魅力であ

  

学校施設
の維持・
北舎の屋

  

児童生徒
教育の実
ソフトウエ
整備しま

  

ふるさと
ため、WE
のふるさ
Ｍ１グラン

振興事務費 

会等に出場す
もに、第一線

く「夢の教室」を
の振興を図りま

機会均等を図
就学が困難又
保護者等の経
部を補助します

機会均等を図
就学が困難又
保護者等の経
部を補助します

校に通学して
授業を理解でき
田会場と古井

ています。 

の理解が不十
する児童生徒
ついて指導を
の施設環境を

な資質を持つ子
はの資源を活用
用を行うととも
ある実物の充実

設の保守・営繕
向上を図りま

屋上防水工事

徒の情報リテ
実施、校務の効
エア等を整備

ます。 

を愛し、地域
EB 版ふるさと

さとドリルの配
ンプリを開催し

る団体や市民
線で活躍したス
を各小中学校
ます。 

図り、経済的な
又は特別支援
経済的負担を軽
す。 

図り、経済的な
又は特別支援
経済的負担を軽
す。 

いる外国人児
きる学力を維持
会場で日本語

十分だが、市内
徒に対して、日
を行う初期適応
を整備します。

子どもを育むた
用して、学校の
もに、博物館で
実を図ります。

繕を行い、学
ます。平成３１

事等を実施しま

ラシーの向上
効率化等のた

備し、ＩＣＴを活用

域の未来を担う
と検定ページの

配布等を行うほ
します。 

民に補助金を交
スポーツ選手

校で開催し、ス

な理由から義務
援学級に通級
軽減するため

な理由から義務
援学級に通級
軽減するため

児童・生徒の就
持するため、放
語支援・学習支

内小中学校へ入
本語や日本の

応指導教室「
 

ために、文化
の授業に合わ
での学びの第
。 

学習及び教育環
年度は西中学

ます。 

上、プログラミ
ために、情報機
用した教育環

う人財を育成
の運営、小学

ほか、ふるさと検

交付
手を講
スポー 13

務教
級する
め、経 31

務教
級する
め、経 20

就学
放課
支援 3

入学
の文
のぞ 8

の森
わせた

一の 7

環境
学校 29

ミング
機器・

環境を 66

成する
生へ
検定 1

ふるさと検

3,378 千円

,778 千円

0,481 千円

3,696 千円

8,153 千円

7,855 千円

9,707 千円

6,361 千円

,015 千円

検定事業 
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交 流 

 

 

事  

旧伊深村役

体育館管理

文化会館施

まちづくり協

かわまちづ

みのかも健

生涯学習セ

業 （拡大） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習セン

流 

業  名 （担

役場庁舎活用

（ま

理事業 （拡大

（スポー

施設管理事業

（生

協議会事業 

（ま

づくり整備事業

健康の森整備

センター施設

 

（生

ンター施設維

担当課） 

用事業 

まちづくり課）

大） 

ーツ振興課）

業 （拡大） 

生涯学習課）

（拡大） 

まちづくり課）

業 

（土木課）

備事業 

（農林課）

設維持管理事

生涯学習課）

維持管理事業 

  

旧伊深村
設運営者
北部地域
度は、地

 

利用者が
るように
行います
工事等を

  

施設整備
る文化会
ホール棟
席やトイ

  

地域自ら
り及び住
のために
への補助

  

木曽川及
性化を図
管理者に
したサー

  

安全で快
設の整備
段階段の
去・移設等

事

  

市民協働
市民活動
ンターの
ベーター

村役場庁舎を活
者によるカフェ
域の交流と賑

地域団体との連

が安全に楽し
、体育館設備

す。平成３１年
を実施します。

備、維持管理を
会館を維持しま
棟の耐震補強
レの改修等を

らが地域運営
住民と行政が協
に、まちづくり協
助金の交付等

及び周辺施設
図るために、中
により実施し、

ービスを提供し

快適な公園の
備、改修を行い
の改修工事、
等を行います

働のまちづくり
動における中

の維持管理を行
ー改修工事、非

概  要 

活用し、公募
ェ運営と地域
わいを創出し

連携の強化を

しくスポーツに
備、体育器具の

度は、中央体
 

を行い、安全で
ます。平成３１

強工事、ホール
を行います。

等を行い、住
協働して行う
協議会の設立
を行います。

利用者の増加
中之島公園の
民間事業者の

します。 

利用が出来る
います。平成
どんぐりパー

す。 

りを推進する
心拠点施設で

行います。平成
非常照明工事を

により選ばれ
活動を通じて

します。平成３
図ります。 

親しむことが
の点検、修繕

体育館の控室

で快適に利用
年度は１０月

ルの天井改修

民主体のまち
まちづくりの推

立支援や活動資

加と地域経済
の管理運営を指
のノウハウを生

るよう計画的
３１年度は、７

ーク大型遊具の

ため、生涯学
である生涯学
成３１年度は、
を行います。 

予

れた施
て、市
３１年 4

ができ
繕等を

防水 52

用でき
から

修、客 296

ちづく
推進
資金 9

の活
指定
生か 27

に施
７７７
の撤 60

学習・
学習セ

エレ 68

文化会館施設

予算額 

4,541 千円

,126 千円

,234 千円

,239 千円

,403 千円

0,494 千円

,320 千円

設管理事業
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交流センター

（拡大） 

国際交流事

多文化共生

中体クラブ事

古民家活用

みのかも定

（拡大） 

自治コミュニ

事業 （拡大

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際交流

ー施設維持管

（生

事業 （拡大）

（地

生推進事業 

（地

事業 （拡大

（スポー

用事業 （拡大

（ま

定住自立圏推

（地

ニティ施設建

大） 

（ま

流事業 

管理事業 

生涯学習課）

 

地域振興課）

（拡大） 

地域振興課）

大） 

ーツ振興課）

大） 

まちづくり課）

推進事業 

地域振興課）

建設整備補助

まちづくり課

  

市民協働
域づくりや
適な利用

） 

姉妹都市
の推進を
育成を目
市３０周年

  

日本人住
い、地域
語学習、
３１年度は

 

生涯スポ
を対象に
通した市
流を図り

  

歴史的建
来訪者を
めに、民
します。

  

圏域の魅
成市町村
す。平成
生ビジョン

助

） 

地域住民
自治会公
度は猛暑
エアコン設

働のまちづくり
や住民交流の

用環境の維持

市との青少年
を行い、グロー
目指します。平
年記念事業を

住民と外国人住
域のパートナー

相談、各種相
は新たにＪＥＴ

ポーツ人口の拡
に各種クラブを
市民の心身の

ます。 

建造物である古
を増やし、新た

民間資金とノウ

魅力向上と交流
村の特性を活
成３１年度は、

ン」を策定しま

民の活動拠点
公民館の整備
暑対策、施設
設置補助を新

りを推進するた
の拠点となる交
管理を行いま

交流事業など
ーバルな視野を
平成３１年度は
を開催します。

住民が互いを
ーとして共生す
相談等の事業
Ｔプログラムを

拡大等を目的
を開設し、生涯
健康増進や、

古民家を拠点
たな交流により
ウハウを活用し

流人口の増加
かした事業を
平成３２年度

ます。 

点、災害時の避
備補助を実施し
設利用率の増加
新設します。

かわまちづ

ため、各地区の
交流センターの

ます。 

ど、国際交流事
を持った青少
はダボとの姉妹
 

を理解し、協力
するために、
を行います。

を活用します。 

的として、各年齢
涯スポーツ活
、相互の親睦

点として、市北部
り活性化を図
した活用策を検

加を目的として
連携して推進

度からの「第３次

避難場所とし
します。平成３
加を図るため

づくり整備事業

の地
の快 42

事業
年の
妹都 7

力し合
日本
平成
 

10

齢層
活動を
睦、交 3

部の
図るた

検討 2

て、構
進しま

次共 2

しての
３１年
めに、 6

業 

,607 千円

,278 千円

0,179 千円

,339 千円

,618 千円

,486 千円

,538 千円
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 ６ 災害に強いまちづくりのための取組（安定給水対策）  

 

○安定給水対策関連予算    １３０，６１５千円 

 

近年、豪雨や台風、地震などの大きな災害による被害が全国各地で発生しています。 

当市においても豪雨や台風による災害に備えて対策を講じていますが、特に昨年起きた断水に備

える予算として次のものを計上しています。 

 

安定給水対策事業（水道事業会計） 

安定給水検討 

安定給水検討業務（基本計画） 

さらなる安定給水のため、浄水施設・配水

池の増設や旧送配水管の活用等の基本検

討を行います。 

36,000 千円

緊急連絡管布設 

緊急連絡管布設替（上野工区）工事 

下米田・太田・古井地区への安定給水を目

的に、上野配水池と森山配水池をつなぐ緊

急連絡管を増口径します。 

30,000 千円

緊急連絡管布設（森山工区）工事 

下米田・太田・古井地区への安定給水を目

的に、森山配水池と森山浄水場をつなぐ緊

急連絡管を新設します。 

40,500 千円

その他 

災害対策備品購入 
給水タンク、手動用ポンプ、濁度計、給水

袋、給水用ホース等を購入します。 
14,952 千円

浄水場運転状況等公開システム構

築業務 

浄水場の運転状況や飛騨川の濁度、映像

等をＨＰに公開することで積極的な情報発

信を行います。 

8,027 千円

災害時協力井戸登録制度創設業務 

災害時に井戸水を無償で提供していただ

ける協力者を登録し、地図上に表示して公

開する制度を創設します。 

1,136 千円
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７ ふ

 

○ふるさと

 

 ◆安心し

 事業名：乳

事業費：

各種乳幼

発達の確認

繋げます。

 また、育

の不安の軽

 

◆科学分

事業名：科

事業費：２

各学校で

専門家の話

たちの自ら

習意欲の向

 

 

 

◆地域教

事業名：地

事業費：４

 学校と地

人材を生か

多種多様

な感受性を

育成を図り

 

ふるさと納

と納税充当予

未来を

して出産

乳幼児健康診

７，５３０

幼児健康診査

認と、疾病等

 

育児に関する

軽減を図りま

分野の学習

科学のふしぎ

２，３１０千

で普段の授業

話を聞いたり

ら解決しよう

向上を図りま

教育の推進

地域教育推進

４，４７３千

地域の連携を

かした楽習ひ

様な学習活動

を育み、心豊

ります。 

納税充当事

予算 ４億円

を担う子ど

・育児が

診査事業 

千円    

査を実施する

等の早期発見

る情報提供を

ます。 

習を推進 

ぎ解決学習推

千円    

業では体験で

りすることに

うとする探究

ます。 

進 ―家庭や

進事業 

千円    

を図り、地域

ひろばを実施

動を体験する

豊かでたくま

事業 

円 

ども達を育

できる ―

    

ることで、成

見・早期治療

を行い、育児

―魅力ある

推進事業 

     

できない実験

により、子ど

究心を高め、

や地域で子ど

     

域の自然や文

施します。

ることで、豊

ましい子ども

 

育むための

寄附充

―子どもたち

  

成長 

療に 

児上 

る学校教育―

 

験や、 

ども 

学 

どもを育てる

 

文化、 

豊か 

もの 

 

の事業（子

当額：１９

ちの健やかな

― 

る― 

子育て・教

９０，００

な成長のため

教育） 

０千円（１

め― 

８事業）
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伝統

◆芸術・

事業名：文

事業費：２

多様なジ

ントやロビ

の文化の中

に利用し続

 

 

 

 

◆郷土の

事業名：人

事業費：６

 坪内逍遙

ちを顕彰し

連携した文

郷土の魅力

 

 

 

 

 

◆文化の

事業名：学

事業費：７

文化の森

せた活動を

心意欲を高

市民を育み

 

 

 

統ある歴史

文化の振

文化会館施設

２９６，２３

ジャンル、年

ビーコンサー

中心施設とな

続けるために

の先人顕彰

人物顕彰事業

６，６０８千

遙、津田左右

し、その功績

文化交流事業

力を高め、市

の継承 ―文

学習活用事業

７，８５５千

森の資源を活

を行い、児童

高め、地域を

みます。 

史・文化を

振興 ―文化

設管理事業 

３４千円  

年齢層に向け

ートを開催す

なっている文

に維持管理を

彰 ―偉大な

業 

千円    

右吉ら郷土の

績を称えるた

業や顕彰会活

市民文化の向

文化的な資質

業 

千円    

活用して学校

童・生徒の学

を愛し文化的

をまもる

化を育む場所

     

けたホールイ

するなど、地

文化会館を安

を行います。

な先人たちの

     

の偉大な先人

ために、大学

活動を実施し

向上を図りま

質を持つ市

     

校の授業に合

学習に対する

的な資質を持

 

ための事

寄附

所を守る―

  

イベ 

地域 

安全 

 

の足跡をたど

  

人た 

学と 

し、 

ます。 

民を育むた

  

合わ 

る関 

持つ 

事業（文化

附充当額：

どる― 

め― 

化財保護・

２２，０

文化振興

００千円

興） 

（８事業）
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美

 

◆自然を

事業名：み

事業費：６

みのかも

を改修し、

進め、市内

ます。 

 

 

 

◆里山の

 事業名：里

事業費：

森林を計

防止など森

もに、森林

の軽減を図

 

 

 

 

 

◆公園・

 事業名：ク

事業費：

公園等

対し、ク

らうこと

の支援を

ます。 

 

 

 

美しい自然

を活かして

みのかも健康

６０，４９４

も健康の森の

来場者が安

内外からの来

の保全 ―美

里山整備事

４８，９６

計画的に間伐

森林の公益的

林整備を進め

図ります。 

道路環境

クリーンパー

１，４５０

等の清掃活動

クリーンパー

とで、原材料

を行い、市民

然環境をま

て ―自然の

康の森整備事

４千円   

の遊具や階段

安心して遊べ

来場者の更な

美しい風景

業     

６千円   

伐することで

的機能の確保

めることで、

境整備 ―美

ートナー事

千円    

動等を実施し

ートナー制度

料や消耗品を

民と協働で維

まもるた

の中で思いっ

事業 

     

段、管理棟な

べるよう整備

なる増加を図

を守るため―

    

    

で、山地災害

保に努めると

有害鳥獣被

美しいまち

業 

    

している団体

度に登録して

を支給するな

維持管理を進

 

めの事業

寄附充

っきり遊べる

  

など 

備を 

図り 

―    

    

   

害の 

とと 

被害 

なみをつく

  

体に 

ても 

など 

進め 

業（環境保

充当額：４

るように―

  

る― 

保全・農林

４９，００

林業振興）

０千円（１

 

０事業）
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福祉

 

◆みんな

 事業名：ま

事業費：

地域住民

地域の資源

る課題を解

くりを推進

 

 

 

 

 

◆地域の

事業名：旧

事業費：４

登録有形

し、カフェ

域を活性化

交流と賑わ

 

 

 

 

 

 

◆コミュ

事業名：自

事業費：６

自治会の

て利用され

ことで、地

活動の推進

 

 

祉を充実し

なで進める

まちづくり協

９，２３９

民が、地域

源を生かした

解決するため

進します。 

の活性化 ―

旧伊深村役場

４，５４１千

形文化財であ

ェ運営と地域

化させ、人口

わいを創出し

ュニティの

自治コミュニ

６，５３８千

の活動拠点、

れる自治会公

地域住民の親

進を図ります

し、住みよ

るまちづく

協議会事業 

千円    

のことを自

た活動を行い

め、元気で楽

―新しい人

場庁舎活用事

千円    

ある旧伊深村

域活動を実施

口が減少して

します。 

の維持 ―

ニティ施設建

千円    

災害発生時

公民館などの

親睦を深め、

す。 

よいまちづ

くり ―地域

    

ら考え、自

い、また地域

楽しく活発な

の流れの創

事業 

     

村役場庁舎を

施することで

ている北部地

地域で集え

建設整備補助

     

時の避難場所

の整備補助を

自治コミュ

 

づくりを促

寄附

域がいきい

    

主的に 

域の抱え 

な地域づ 

出― 

   

を改修 

で、地 

地域の 

る場所をつ

助事業 

   

所とし 

を行う 

ュニティ 

促進する事

附充当額：

きと活動で

つくる― 

事業(福祉

２６，０

きる― 

祉・市民協

００千円

協働) 

（９事業）
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◆スポー

事業名：前

事業費：３

 市民のス

場を安全に

球ネットを

を行います

 

 

 

 

 

◆中心市

事業名：美

事業費：１

空家・空

太田駅南側

あるまちな

 

 

 

 

◆いつま

事業名：健

事業費：１

市民自ら

伸、医療費

塩レシピの

業を実施し

 

 

 

美

ーツの推進

前平・東総合

３２，４６０

スポーツ振興

に使用できる

を設置するな

す。 

市街地の整

美濃太田駅周

０，１２４

空店舗が増加

側の再開発を

なかの再生を

までも健康

健康づくり事

０，７０３

らが健康づく

費の削減を目

の活用、ＩＣ

します。 

美 濃 加 

進 ―誰も

合運動場事業

０千円   

興を図り、前

るように、東

など、設備の

整備 ―賑わ

周辺市街地開

４千円   

加し、低密化

を実施するこ

を目指します

康に ―自分

事業 

３千円   

くりを実践し

目指すために

ＣＴウオーク

茂 市 の

が活躍でき

業 

     

前平・東総合

東総合運動場

の保守点検や

わいのあるま

開発事業 

     

化が進行する

ことで、賑わ

す。 

分の健康は自

     

し、健康寿命

に、健康教室

クなど、様々

 

の 発 展 の

寄附充

る環境づく

  

合運動 

場に防 

や修繕 

まちなかの再

   

る美濃 

わいの 

自分で守る―

   

命の延 

室、減 

々な事 

の た め

当額：１１

り― 

再生― 

― 

の 事 業

３，００

業 

０千円（１８事業）
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 ８ 当初予算総括表（全会計）                          

  

 （単位：千円） 

会   計 平成 31年度 平成 30年度 増 減 伸率(%) 

Ⅰ 一般会計 20,080,000 20,180,000 △100,000 △0.5

Ⅱ 特別会計 9,625,675 9,742,143 △116,468 △1.2

  国民健康保険会計 5,125,135 5,202,266 △77,131 △1.5

  介護保険会計 3,883,984 3,905,512 △21,528 △0.6

  後期高齢者医療会計 572,184 597,114 △24,930 △4.2

  介護認定・障がい者自立 

  支援認定審査会会計 
41,733 35,060 6,673 19.0

  古井財産区会計 1,410 1,129 281 24.9

  山之上財産区会計 1,229 1,062 167 15.7

Ⅲ 企業会計 6,592,744 6,392,668 200,076 3.1

  水道事業会計 2,330,006 2,158,052 171,954 8.0

  下水道事業会計 4,262,738 4,234,616 28,122 0.7

合   計 36,298,419 36,314,811 △16,392 △0.0
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９ 特定目的基金の残高見込（一般会計） 

 

                                     （単位：千円） 

区   分 

平成30年度 

末残高 

見込額 

平成 31年度当初予算計上額 平成31年度

末残高 

見込額 新規積立 利子積立 取崩 増減計 

 

財 政 調 整 基 金 

 

3,355,658 0 16,580 700,000 △ 683,420 2,672,238

減 債 基 金 345,378 0 1,500 200,000 △198,500 146,878

国 際 交 流 基 金 18,206 0 90 7,183 △7,093 11,113

福 祉 基 金 324,375 0 1,360 0 1,360 325,735

ふるさと水基金 11,145 0 50 0 50 11,195

庁 舎 建 設 基 金 714,162 100,000 2,500 0 102,500 816,662

ふるさと納税基金 543,645 132,889 1,390 400,000 △265,721 277,924

合   計 5,312,569 232,889 23,470 1,307,183 △1,050,824 4,261,745

 

※各年度末の基金残高は、予算額です。 

※特定目的基金：特定の目的に対して資金を積み立てるために設置される基金をいいます。 
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１０ 市債の残高見込（全会計） 

 

                                    （単位：千円） 

区   分 

平成30年度末 
現在高見込額 

 
A 

平成31年度中
起債見込額 

 
B 

平成31年度中
償還見込額 

 
C 

平成 31年度末 
現在高見込額 

 
(A+B-C)  D 

平成 31年度末 
残 高 

(上段)増減額 
(D-A) 

(下段)増減率 

一 般 会 計 13,800,392 1,267,800 1,569,755

 

13,498,437 

 

△ 301,955

△ 2.2%

水道事業会計 989,988 0 98,655 891,333 
    △ 98,655

      △ 10.0%

下水道事業会計 18,748,215 941,480 1,575,274 18,114,421 
△633,794

△ 3.4%

合   計 33,538,595 2,209,280 3,243,684 32,504,191 
△ 1,034,404

△ 3.1%

※平成 30年度末現在高見込額は、平成 30年 12月補正予算後の数値です。 
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ＭＥＭＯ 
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